
第3章 	若者がチャレンジ出来る社会を目指して
第1章、第2章で述べた通り、急速な人口減少社会への移行、長引く厳しい経済雇用情

勢、国際的な経済競争の激化、高学歴化等を背景として、未婚率の上昇や晩婚化・晩産化
が進展するとともに、就職に関する企業と学生のミスマッチが生じ、非正規雇用で働く若
者が増加するなど問題が生じている。一方、若者たちは、結婚に関する社会規範が弱まる
中、それでも結婚願望は高く、子どもも2～3人は持ちたいと考えている。また、男性を
中心に正規雇用を希望し、長期雇用の下でのキャリア形成を志向している。

若者が将来に向けた明るい夢や目標に邁進し、充実した人生を切り拓いていくために
は、何よりもまず、日本経済の再生を図り、厳しい経済雇用情勢を好転させ、若者を含め
誰でも何度でもチャレンジすることが出来る社会、能力を最大限に生かすことが出来る社
会を目指す必要がある。

結婚、出産・子育てについては、子育て支援施策の質・量の充実を図るとともに、仕事
と子育ての両立が可能になるような環境整備を図っていくことが重要である。また、女性
が活躍する社会の実現を図るため、働き続けることを希望する女性が能力を発揮できる環
境整備や出産などにより一度離職した女性に対する再就職などに向けた支援策を講じるこ
とも必要である。

雇用の面では、企業の求める人材と若者の意識の間のミスマッチの解消を図るととも
に、若者が安定した雇用につき、適切にキャリアアップ・キャリアチェンジが図られるよ
う、様々な支援策を推進していくことが必要である。

この章では、こうした観点を踏まえ、「社会保障と税の一体改革」や「日本再興戦略－
JAPAN is BACK－」に盛り込まれた各種施策を紹介していくこととする。

第1節 日本経済の再生に向けて

	1	 日本経済の再生
経済の再生は最大かつ喫緊の課題である。
経済再生の司令塔として、2012（平成24）年12月に「日本経済再生本部」（本部長：

内閣総理大臣）を新たに設置し、大胆な金融政策＊1、機動的な財政政策＊2、そして民間投
資を喚起する成長戦略＊3という「3本の矢」で経済再生を推し進めている。これにより、
持続的な経済成長を実現し、富を生み出して経済全体の規模を拡大することで、所得と雇
用の増大に繋げることとしている。

具体的には、中長期的に、2％以上の労働生産性の向上を実現する活力ある経済を実現
し、今後10年間の平均で名目GDP成長率3％程度、実質GDP成長率2％程度の成長を
実現することを目指している。

＊1	 「デフレ脱却と持続可能な経済成長の実現のための政府・日本銀行の政策連携について（共同声明）」（平成25年1月22日、内閣府・
財務省・日本銀行）、「量的・質的金融緩和」の導入について（平成25年4月4日、日本銀行）

＊2	 「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成25年1月11日閣議決定）、平成24年度一般会計補正予算と平成25年度一般会計当初予算
を合わせた15か月予算

＊3	 「日本再興戦略－JAPAN is BACK－」（平成25年6月14日閣議決定）
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図表3-1-1 3本の矢

【第一の矢】
デフレマインドを一掃

大胆な金融政策

【第二の矢】
湿った経済を発火

機動的な財政政策

【第三の矢】
企業や国民の自信を回復し、
「期待」を「行動」へ変える

新たな成長戦略
（日本再興戦略）

日本経済の再生 デフレからの脱却

10年間の平均で名目GDP成長率3％程度、実質GDP成長率2％程度の実現を目指します。
これにより、10年後に1人当たり名目国民総所得の150万円以上の拡大が期待されます。

図表3-1-2 「日本再興戦略」の3つのアクションプラン

戦略市場
創造プラン

―課題をバネに新たな市場を創造―

日本産業
再興プラン
―産業基盤を強化―

国際展開戦略
―拡大する国際市場を獲得―

日本再興戦略
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	2	 社会保障と税の一体改革
（1）社会保障の充実、安定化

社会経済情勢が大きく変化する中で、社会保障制度の充実、安定化は重要な課題であ
る。現在、政府は、社会保障の充実を図りつつ、全世代を通じてその安心を支える社会保
障制度を構築するため、社会保障の安定財源の確保と財政健全化の同時達成を目指す社会
保障と税の一体改革を進めている。

図表3-1-3 社会保障・税一体改革で目指す将来像	
～未来への投資（子ども・子育て支援）の強化と貧困・格差対策の強化～

非正規雇用の増加など
雇用基盤の変化 家族形態や地域の変化 人口の高齢化、現役世代の減少

社会保障改革が必要とされる背景

高齢化に伴う社会保障
費用の急速な増大

改革のポイント
◆共助・連帯を基礎として国民一人一人の自立を支援
◆機能の充実と徹底した給付の重点化・効率化を、同時に実施
◆世代間だけでなく世代内での公平を重視
◆特に、①子ども・若者、②医療・介護サービス、③年金、④貧困・格差対策を優先的に改革
◆消費税の充当先を「年金・医療・介護・子育て」の4分野に拡大＜社会保障4経費＞
◆社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成への第一歩
⇒消費税率（国・地方）を、2014年4月より8％へ、2015年10月より10％へ段階的に引上げ
◆就労促進により社会保障制度を支える基盤を強化

現役世代も含めた全ての人が、より受益を実感できる社会保障制度の再構築

・高齢者への給付が相対的に手厚く、現役世代の生活リスクに対応できていない
・貧困問題や格差拡大への対応などが不十分
・社会保障費用の多くが赤字国債で賄われ、負担を将来世代へ先送り

社会経済の変化に対応した社会
保障の機能強化が求められる

改革の方向性

未来への投資
（子ども・子育て支援）
の充実

・待機児童の解消
・幼児期の学校教育・
保育の総合的な提供
・地域の子育て支援

医療・介護サービス
保障の強化／社会
保険制度のセーフティ
ネット機能の強化

・地域包括ケアシステ
ムの確立

・医療・介護保険制度
のセーフティネット
機能の強化

・診療報酬・介護報酬
の同時改定

貧困・格差対策の
強化（重層的セーフ
ティネットの構築）

・生活困窮者対策と生
活保護制度の見直し
を総合的に推進

・総合合算制度の創設

多様な働き方を支え
る社会保障制度へ

・短時間労働者への社
会保険適用拡大

全員参加型社会、
ディーセント・ワーク
の実現

・有期労働契約に関す
る法制度、高年齢者
雇用法制の整備、
パートタイム労働法
制の検討

社会保障制度の
安定財源確保

・消費税の引上げ
（基礎年金国庫負担
1/2の安定財源確保
など）

❻❺❹❸❷❶

一体改革の実現に向けて、2012（平成24）年の第180回通常国会及び第181臨時国会
においては、子ども・子育て関連3法＊4、年金制度の改正に関する法律＊5、税制抜本改革
法＊6が成立した。

子ども・子育て関連3法においては、認定こども園制度の改善や地域の子ども・子育て
支援の充実を図ることとし、地域の実情に応じた幼児期の学校教育・保育、地域の子ど
も・子育て支援を総合的に推進することとしている。

＊4	 「子ども・子育て支援法」、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」、「子ど
も・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律」

＊5	 「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」、「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金
法等の一部を改正する法律案」、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」、「年金生活者支援給
付金の支給に関する法律」

＊6	 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」、「社会保障の安定財源の確
保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」
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図表3-1-4 子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）の趣旨と主なポイント

◆3法の趣旨
自公民3党合意を踏まえ、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識
の下に、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進

◆主なポイント
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等への給付（「地域型保

育給付」）の創設
＊地域型保育給付は、都市部における待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の確

保に対応
○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）

・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ
・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進
・幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ （株式会社等の参入は不可）
・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童クラ
ブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実

図表3-1-5 子ども・子育て支援法	
～認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など共通の財政支援のための仕組み～

 

 
 

 
 
 

 ※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、 
    学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを与える等、制度改善を実施 

保育所 
０～５歳 

認定こども園 ０～５歳 

幼稚園型 保育所型 地方裁量型 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 

施設型給付 

地域型保育給付 

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が保育の実施義務を 
   担うことに基づく措置として、委託費を支弁 

幼保連携型 

幼稚園 
３～５歳 
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図表3-1-6 認定こども園法の改正について

○認定こども園法の改正により、「学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設」を創設 
（新たな「幼保連携型認定こども園」）
・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進
・設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ　（株式会社等の参入は不可）

○財政措置は、既存３類型も含め、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の「施設型給付」で一本化
→消費税を含む安定的な財源を確保

幼保連携型 

〔類型〕 

幼稚園機能 
＋ 

保育所機能 

幼稚園型 

保育所型 

地方裁量型 

《現行制度》                           《改正後》 

幼稚園 
（学校） 

幼稚園 
（学校） 

保育所 
（児童福祉施設） 

保育所 
（児童福祉施設） 

保育所
機能 

幼稚園
機能 

 
○施設体系は、現行どおり 
 
○財政措置は「施設型給付」
で一本化 

 

幼保連携型認定こども園 
（学校及び児童福祉施設） 

○ 幼稚園は学校教育法に基づく認可 
○ 保育所は児童福祉法に基づく認可 
○ それぞれの法体系に基づく指導監督 
○ 幼稚園・保育所それぞれの財政措置 

○ 改正認定こども園法に基づく単一の
認可 

○ 指導監督の一本化 
○ 財政措置は「施設型給付」で一本化 
※ 設置主体は国、自治体、学校法人、
社会福祉法人のみ 

※設置主体は国、自治体、学校法人のみ 

※設置主体制限なし 

※設置主体制限なし 

※設置主体は国、自
治体、学校法人、社
会福祉法人のみ 

（５９４件） 

（３１７件） 

（１５５件） 

（３３件） 

（認定こども園の合計件数は１０９９件（平成25年４月時点）） 

年金制度の改正に関する法律においては、これにより、基礎年金の国庫負担割合2分の
1を恒久化することによって、その持続可能性を高めるとともに、受給資格期間の短縮

（25→10年）、短時間労働者への社会保険（厚生年金、健康保険）の適用拡大などを行う
こととしている。

図表3-1-7 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を	
改正する法律（平成24年8月10日成立・22日公布　平成24年法律第62号）

＜主要項目＞
（1）納付した保険料に応じた給付を行い、将来の無年金者の発生を抑えるという観点から、受給資格期間の短

縮を行う。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成27年10月から施行）
（2）基礎年金国庫負担1/2が恒久化される特定年度（平成16年改正法で「別に法律で定める年度」と規定）

を平成26年度と定める。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成26年4月から施行）
（3）短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大を行う。（平成28年10月から施行）（※）
（4）厚生年金、健康保険等について、次世代育成支援のため、産休期間中の保険料免除を行う。（平成26年4

月から施行）
（5）遺族基礎年金の父子家庭への支給を行う。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成26年4月から施行）
（6）低所得高齢者・障害者等への福祉的な給付措置を講ずる。高所得者の年金額調整、国民年金第1号被保険

者に対する産前産後の保険料免除措置について検討する。（※）

注）（1）、（2）、（5）については、税制抜本改革により得られる税収（消費税収）を充てる。
（※）は、衆議院の修正・追加のあった項目。原案にあった、低所得者の年金額の加算、高所得者の年金額の調整、交付国債

償還に関する規定は削除された。
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図表3-1-8 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律	
（平成24年8月10日成立・22日公布　平成24年法律第63号）

＜主要項目＞
（1）厚生年金に公務員及び私学教職員も加入することとし、2階部分の年金は厚生年金に統一する。
（2）共済年金と厚生年金の制度的な差異については、基本的に厚生年金に揃えて解消する。
（3）共済年金の1・2階部分の保険料を引き上げ、厚生年金の保険料率（上限18.3％）に統一する。
（4）厚生年金事業の実施に当たっては、効率的な事務処理を行う観点から、共済組合や私学事業団を活用する。

また、制度全体の給付と負担の状況を国の会計にとりまとめて計上する。
（5）共済年金にある公的年金としての3階部分（職域部分）は廃止する。公的年金としての3階部分（職域部

分）廃止後の新たな年金については、別に法律で定める。
（6）追加費用削減のため、恩給期間に係る給付について本人負担の差に着目して27％引下げる。ただし、一

定の配慮措置を講じる。
＜施行日＞

（1）～（5）：平成27年10月
（6）公務員の恩給期間に係る追加費用削減：公布から1年を超えない範囲内で政令で定める日

図表3-1-9 国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律	
（平成24年11月16日成立・26日公布　平成24年法律第99号）

1．法律の概要
（1）基礎年金国庫負担2分の1関係

①平成24年度及び25年度について、国庫は、消費税増税により得られる収入を償還財源とする年金特例公債（つな
ぎ国債）により、基礎年金国庫負担割合2分の1と36.5％の差額を負担する。

②平成24年度及び25年度の国民年金保険料の免除期間について、基礎年金国庫負担割合2分の1を前提に年金額を計
算する。
※国民年金保険料免除期間の年金額は、国庫負担分に連動して設定されている。（20年度：3分の1　21年度～23年度：2分の1）

（2）特例水準の解消関係
①世代間公平の観点から、老齢基礎年金等の年金額の特例水準（2.5％）について、平成25年度から平成27年度まで

の3年間で解消する。
※現在支給されている年金額は、平成11年から13年までの間に、物価が下落したにもかかわらず、年金額を特例的に据え置いた

影響で、法律が本来想定している水準（本来水準）よりも、2.5％高い水準（特例水準）となっている。
※解消のスケジュールは、H25.10.▲1.0％、H26.4.▲1.0％、H27.4.▲0.5％

②これまで年金と連動して同じスライド措置が採られてきたひとり親家庭や障害者等の手当の特例水準（1.7％）につ
いても、平成25年度から平成27年度までの3年間で解消する。
※児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律（平成17年法律第9号）の一部改正
※解消のスケジュールは、H25.10.▲0.7％、H26.4.▲0.7％、H27.4.▲0.3％

2．施行期日
（1）基礎年金国庫負担2分の1関係：公布日（平成24年11月26日）
（2）特例水準の解消関係 ：平成25年10月1日
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図表3-1-10 年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）

1．法律の概要
○所得の額が一定の基準（※）を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金（国民年金の保

険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎）を支給する。→対象者：約500万人
①基準額（月額5千円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額の給付
②免除期間に対応して老齢基礎年金の1/6相当を基本とする給付

※住民税が家族全員非課税で、前年の年金収入＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額（平成27年度で77万円）以下である
こと（政令事項）

○所得の逆転を生じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、上記①に準じる補足的老齢年金
生活者支援給付金（国民年金の保険料納付済期間を基礎）を支給する。
→対象者：約100万人

○一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付
金を支給する。（支給額：月額5千円（1級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円））
→対象者：約190万人

○年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構に委任することとし、年金と同様に2ヶ月毎に支給する。

2．施行期日：平成27年10月1日
社会保障の安定財源等を図る税制の抜本改革
を行うための消費税法の一部を改正する等の
法律附則第1条第2号に掲げる規定の施行の日
から施行する。

所要額　約5,600億円

補足的給付金
83万／年

（6.9万／月）

（年金収入＋その他所得の合計）

月5,000円×　　　　　　を支給納付済月数
480

基礎年金満額＝77万／年（6.4万／月）

77万／年
（6.4万／月）

イメージ図

補足的給付金の支給範囲

さらに、社会保障制度改革推進法に基づき社会保障制度改革国民会議を設置し、社会保
障制度改革を総合的かつ集中的に推進するための議論を重ね、報告書を取りまとめた＊7。

同報告書においては、総論で日本の社会保障制度を「1970年代モデル」から「21世紀
（2025年）日本モデル」へと変換を図ること、全世代型の社会保障に転換することを目
指すこと、「年齢」と「負担能力」に応じて負担することなど、社会保障制度改革の方向
性を示すとともに、その改革の道筋を、短期と中長期に分けて実現していくべきとしてい
る＊8。

各論では、少子化対策分野、医療・介護分野、年金分野の社会保障4分野の改革の道筋
を示している。

例えば、少子化対策分野の改革では、子ども・子育て支援新制度等に基づいた施策の着
実な実施の必要性、次世代育成支援を核とした新たな全世代での支え合いなどが盛り込ま
れている。

医療・介護分野の改革では、今後、高齢化の進行に伴い、慢性疾患による受療が多い等
の特徴を持つ老齢期の患者が中心となることが予想されるため、「病院完結型」の「治す
医療」から、地域全体で治し、支える「地域包括型」の医療へと転換を図るという方向性
が示されている。そのための具体策として、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能
ごとの医療の必要量を示す「地域医療ビジョン」を策定し、病床機能の分化・連携を行う

＊7	 平成25年8月5日取りまとめ。会議は合計20回開催　URL：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/
＊8	 短期：消費税の増収が段階的に生じる期間内に集中的に実施すべき改革、中長期：2025（平成37）年を念頭において段階的に実施す

べき改革、とされている。

平成25年版　厚生労働白書 175

第1部　若者の意識を探る

若
者
が
チ
ャ
レ
ン
ジ
出
来
る
社
会
を
目
指
し
て

第
3
章



とともに、併せて住み慣れた地域の中で患者の生活を支える「地域包括ケアシステム」を
構築することが示されている。また、医療提供体制への改革を実行あらしめる観点から国
民健康保険の保険者を都道府県へ移行し、提供体制と医療保険の一体的な改革を推進する
こと等が盛り込まれている。

年金分野の改革では、長期的な持続可能性を強固にし、セーフティネット機能（防貧機
能）を強化する改革に向けて、マクロ経済スライドの見直し、短時間労働者に対する被用
者保険の適用拡大、高齢期の就労などが盛り込まれている。

図表3-1-11 社会保障制度改革国民会議

（社会保障制度改革推進法）

■　国民会議の設置
・　組織　　：内閣総理大臣が任命。委員数20人以内。
・　設置期限：平成25年8月21日
・　政府は、国民会議における審議の結果等を踏まえて、必要な法制上の措置を講ずるものとする。

■　委員
伊藤　元重 東京大学大学院経済学研究科教授

（会長代理） 遠藤　久夫 学習院大学経済学部長
大島　伸一 国立長寿医療研究センター総長
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授
権丈　善一 慶應義塾大学商学部教授
駒村　康平 慶應義塾大学経済学部教授
榊原　智子 読売新聞東京本社編集局社会保障部次長
神野　直彦 東京大学名誉教授

（会長） 清家　篤 慶應義塾長
永井　良三 自治医科大学学長
西沢　和彦 日本総合研究所調査部上席主任研究員
増田　寬也 野村総合研究所顧問
宮武　剛 目白大学大学院生涯福祉研究科客員教授
宮本　太郎 中央大学法学部教授
山崎　泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授

（2）安定財源の確保
社会保障の安定財源の確保と財政健全化の同時達成への第一歩として、消費税率の引上

げを始めとする税制抜本改革を行うこととしている。
この中で、消費税率について、国税と地方税併せて、2014（平成26）年4月1日から

8％に、2015（平成27）年10月1日から10％に引き上げる＊9等の改正を行うこととした。
消費税収（国分）については、1999（平成11）年以降、各年度の政府の予算総則にお

いて、年金、高齢者医療、介護といった「高齢者3経費」に充てることとされてきたが、
今回の改革においては、子育てや現役世代の医療を加えた「社会保障4経費」に充てるこ
とが消費税法に明記されている。

こうした考え方に従い、消費税5％引き上げの財源については、社会保障の充実に1％
分（2.7兆円程度）が、社会保障の安定化に4％分（10.8兆円程度）が用いられることに

＊9	 消費税の引上げに当たっては、経済状況を好転させることを条件として実施することが法律の附則に盛り込まれている。
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なっている。
こうした取組みにより、社会保障の安定財源の確保と財政健全化の同時達成を目指すこ

ととしている。

図表3-1-12 消費税5％引上げによる社会保障制度の安定財源確保

＋2.7兆円程度

＋10.8兆円程度

○年金国庫負担2分の1
（平成24年度・25年度の基礎
年金国庫負担割合2分の1の差
額に係わる費用を含む）

○後代への負担のつけ回しの軽減

○消費税引上げに伴う社会保障支出の増
・年金、診療報酬などの物価上昇に
伴う増

1％
程度

4％
程度

2.9兆円程度

7.0兆円程度

0.8兆円程度

社会保障の充実

社会保障の安定化
：今の社会保障制度を守る

■消費税率（国・地方）を、2014年4月より8％へ、2015年10月より10％へ段階的に引上げ
■消費税収の使い途は、国分については現在高齢者3経費（基礎年金、老人医療、介護）となっているが、
　今後は、社会保障4経費（年金、医療、介護、子育て）に拡大
■消費税の使途の明確化（消費税収の社会保障財源化）
■消費税収は、全て国民に還元し、官の肥大化には使わない（注）現行分の地方消費税を除く。また、現行の基本的枠組みを変更しないことを前提とする。

・高齢化等に伴う増（自然増）や安定財源が確保で
きていない既存の社会保障費

○子ども・子育て支援

○医療・介護の充実

○年金制度の改善

・貧困・格差対策の強化
　（低所得者対策等）

0.7兆円程度

～ 1.6兆円弱程度

～ 0.6兆円程度

上記のうち
～ 1.4兆円程度（再掲）

- 待機児童の解消（保育、放課後児童クラブの
量的拡充）など

- 病床機能に応じた医療資源の集中投入（入院医
療の強化）、在宅医療・介護の充実（病院・施
設から地域、在宅へ）など

- 低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、
受給資格期間の短縮など

- 低所得者の保険料の軽減、総合合算制度など

第2節 若者への支援策

	1	 子ども・子育て等に関する対策
（1）待機児童対策

子育て支援について、緊急的に取り組むべき課題として都市部を中心とする「待機児童
問題」がある。

待機児童解消のため、保育所などの受入児童数の拡大を図るとともに、地域の全ての子
育て家庭を支える機能を強化し、子どもを産み育てやすい環境を整備することが重要であ
る。

政府としては、「子ども・子育てビジョン」（平成22年1月29日閣議決定）を策定する
とともに、「安心こども基金」による保育所整備などを推進している。これにより、待機
児童の8割以上を占める3歳未満の子どもの保育所利用率を向上＊10させるため、保育所
定員の拡充を図っている＊11。

＊10	 2014（平成26）年度末までに35％、2017（平成29）年度末までに44％とすることを目標としている。
＊11	平成25年度予算で保育所運営費を6.8万人分増加させたほか、安心子ども基金も積み増し（1,118億円）。また、平成24年度補正予算

で保育士確保対策（438億円）を実施した。
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また、保護者の働き方や地域の実情に応じた多様な保育を提供するため、家庭的保育
（保育ママ）、延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を図っていく。

前節で紹介したように、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的
に推進することを目的とした子ども・子育て関連3法が成立し、「子ども・子育て支援新
制度」が早ければ2015（平成27）年4月より本格施行される。

一方で、2年後に予定されている子ども・子育て支援新制度のスタートを待つことなく、
できる限り速やかに待機児童の解消を目指すため、2013（平成25）年4月に「待機児童
解消加速化プラン」を策定し、2年間前倒しして2013年度から対策を実行に移すことと
した。
「待機児童解消加速化プラン」においては、2013、2014年度の2年間を「緊急集中取

組期間」と位置づけ、20万人分の保育の受け皿を整備することとしている。さらに、保
育ニーズのピークを迎える2017年度までに、40万人分の保育の受け皿を確保して、「待
機児童ゼロ」を目指していく。

図表3-2-1 少子化社会対策基本法第七条に基づく大綱	
（「子ども・子育てビジョン」（2010年1月29日閣議決定））

●子どもが主人公（チルドレン・ファースト）●「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ ●生活と仕事と子育ての調和

家族や親が子育てを担う
≪個人に過重な負担≫

社会全体で子育てを支える
≪個人の希望の実現≫

１　社会全体で子育てを支える
　○子どもを大切にする
　○ライフサイクル全体を通じて社会的に支える
　○地域のネットワークで支える

基本的考え方
２「希望」がかなえられる
　○生活、仕事、子育てを総合的に支える
　○格差や貧困を解消する
　○持続可能で活力ある経済社会が実現する

◎生命（いのち）と育ちを大切にする3つの大切な姿勢 ◎困っている声に応える ◎生活（くらし）を支える

目指すべき社会への政策4本柱と12の主要施策

子どもと子育てを応援する社会

１．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ
（1）子どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を

・子ども手当の創設
・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環境の整備

（2）意欲を持って就業と自立に向かえるように
・非正規雇用対策の推進、若者の就労支援（キャリア教育・ジョブ・カード等）

（3）社会生活に必要なことを学ぶ機会を
・学校・家庭・地域の取組、地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境整備

２．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ
（4）安心して妊娠・出産できるように

・早期の妊娠届出の勧奨、妊婦健診の公費負担
・相談支援体制の整備（妊娠・出産、人工妊娠中絶等）
・不妊治療に関する相談や経済的負担の軽減

（5）誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように
・潜在的な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消（余裕
教室の活用等）
・新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けた検討
・幼児教育と保育の総合的な提供（幼保一体化）
・放課後子どもプランの推進、放課後児童クラブの充実

（6）子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように
・小児医療の体制の確保

（7）ひとり親家庭の子どもが困らないように
・児童扶養手当を父子家庭にも支給、生活保護の母子加算

（8）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように
・障害のある子どもへのライフステージに応じた一貫した支援の強化
・児童虐待の防止、家庭的養護の推進（ファミリーホームの拡充等）

３．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ
（9）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように

・乳児の全戸訪問等（こんにちは赤ちゃん事業等）
・地域子育て支援拠点の設置促進
・ファミリー・サポート・センターの普及促進
・商店街の空き店舗や学校の余裕教室・幼稚園の活用
・特定非営利活動法人等の地域子育て活動の支援

（10）子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように
・良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進
・子育てバリアフリーの推進（段差の解消、子育て世帯にやさしいトイレ
の整備等）

・交通安全教育等の推進（幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及等）

４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バ
ランスの実現）

（11）働き方の見直しを
・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「行動指針」
に基づく取組の推進

・長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進
・テレワークの推進
・男性の育児休業の取得促進（パパ・ママ育休プラス）

（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を
・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着
・一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進
・次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進
・入札手続等における対応の検討

出典：内閣府資料
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図表3-2-2 待機児童解消加速化プラン

◆待機児童の解消に向け、2年後の子ども・子育て支援新制度の施行を待たずに、地方自治体に対し、できる限
りの支援策を講じる。

◆足下2年間の「緊急集中取組期間」と、新制度で弾みをつける「取組加速期間」で、待機児童の解消を図る。

▶「緊急集中取組期間」（平成25・26年度）で約20万人分の保育を集中的に整備できるよう、国として万全な支援を用意。
※地方自治体が更にペースアップする場合にも対応。

▶「取組加速期間」（平成27～29年度）で更に整備を進め、上記と合わせて、潜在的なニーズを含め、約40万人分の保育
の受け皿を確保。

▶保育ニーズのピークを迎える平成29年度末までに待機児童解消を目指す。

 
 
 

 

① 賃貸方式や国有地も活用した保育所整備（「ハコ」） 

② 

小規模保育事業など新制度の先取り 

認可を目指す認可外保育施設への支援 

③ 

保育の量拡大を支える保育士確保（「ヒト」） 

④ 

取組自治体 

緊急プロジェクト 
支援パッケージ ～５本の柱～ 

⑤ 事業所内保育施設への支援 

緊急集中取組期間 

2013（Ｈ25）年度 2015（Ｈ27）年度 2017（Ｈ29）年度 2019（Ｈ31）年度 

新制度スタート 

２年間前倒し 緊急プロジェクト 

保育ニーズのピーク 

新制度等による取組 

取組加速期間 

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（2015～2019年度） 

４０万人 

２０万人 

消費税財源確保 
待機児童解消を

目指す 

※財源を検討（ 「保育緊急確保事業」の活用など） 

※保育緊急確保事業その他の消費税財源を用いた施策として行うほか、所要の財源を検討。 

図表3-2-3 緊急プロジェクト（平成25・26年度）

 
 
 

 

■ 意欲のある地方自治体を強力に支援（市町村の手上げ方式） 

■ 今後２年間でできる限りの保育の量拡大と待機児童解消を図る。 

■ 参加市町村は、待機児童の減少目標人数、保育の整備目標量を設定。 
 
 

 

コンセプト 

① 賃貸方式や国有地も活用した保育所整備（「ハコ」） 

② 

小規模保育事業など新制度の先取り 

認可を目指す認可外保育施設への支援 

③ 

保育の量拡大を支える保育士確保（「ヒト」） 

④ 

➣施設整備費の積み増し。中でも都市部に適した賃貸方式を活用し、 
株式会社を含む多様な主体でスピード感をもった施設整備を推進。 

➣用地の確保が難しい都市部の事情に対応し、国有地等を積極的に活用。 
➣民有地のマッチング事業を導入（地主と整備事業者の結び付けによる整備促進）。 

➣潜在保育士の復帰を促進し、他業種への移転を防ぐための処遇改善。 
➣認可外保育施設で働く無資格者の保育士資格取得支援。 
 

➣小規模保育（運営費、改修費、賃借料等を支援）、幼稚園での長時間預かり保育など、
新制度を先取りして実施（即効性のある受け皿確保）。 
➣利用者支援の先取り実施（保護者と適切な施設・事業の結び付け）。 

➣認可保育所に移行する意欲のある認可外保育施設について、改修費、賃借料、
移転費、資格取得費、運営費等を国が支援し、質の確保された認可保育所へ
５年間で計画的に移行できるようにする。 

➣企業からの強い要望を踏まえ、「自社労働者の子を半数以上」とする助成要件を緩和する。 

取組自治体 

国 

計画 

＜計画の策定＞ 
・待機児童の減少目標人数 
・保育の整備目標量 

支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ 

支援パッケージ ～５本の柱～ 

・パッケージによる万全の支援 

⑤ 事業所内保育施設への支援 
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（2）子育て・仕事の両立支援
女性のライフステージに応じた活躍を支援するため、子どもが3歳になるまでは、希望

する男女が育児休業や短時間勤務を選択しやすいよう職場環境の整備を働きかけるととも
に、育児休業中や復職後の能力アップに取り組む企業への助成制度を創設する。

育児休暇から職場への復帰を支援する育休復帰支援プラン（仮称）の策定を支援するほ
か、2014（平成26）年度末で期限切れとなる次世代育成支援対策推進法の延長・強化を
検討する。また、特に仕事と子育て等の両立が困難な女性研究者等を支援するとともに、
いわゆる「イクメン」の普及など、男性の家事、育児等への参画を促進する。

さらに、インターンシップやトライアル雇用制度の活用、マザーズハローワークの充実
等による再就職に向けた総合的な支援、母子家庭の母等への就業支援、社会人の学び直し
支援等を行うほか、資金調達や経営ノウハウの支援等により、地域に根差したものから世
界にチャレンジするものも含め、女性の起業等を促進する。

また、テレワーク＊12の普及に向けた新たなモデル確立のための実証事業の実施等によ
る多様で柔軟な働き方の推進や、長時間労働の抑制、教育・啓発活動の推進等ワーク・ラ
イフ・バランスの更なる推進を図る。

（3）結婚・妊娠・出産支援
2013（平成25）年6月には「少子化危機突破のための緊急対策」（2013年6月7日少

子化社会対策会議決定）をとりまとめ、妊娠・出産等に関する情報提供や産後ケアの強化
など、結婚・妊娠・出産に関する支援を総合的に行うこととしている。

この中で、結婚を希望する者が結婚できるように、若者の経済面における安定の確保に
向け、自立に向けた支援、正規雇用化やキャリア形成等の支援に引き続き取り組む。ま
た、地域や職場における取組みを推進するため、全国レベルでの結婚・妊娠・出産支援に
関する情報を共有したり、先進的な事例等に対する表彰を行うこととしている。

また、妊娠・出産等についても、当事者である男女が自らの意思で判断すべきものであ
り、それぞれが希望する妊娠・出産を実現するために、正確な情報を幅広く提供していく
ことが重要である。こうした観点から、その提供する情報の内容・時期・方法等について
専門的な検討を行う「情報提供・啓発普及のあり方に関する研究班」を設置し、具体的な
施策を検討する。

さらに、「産後ケア」の強化のため、産院退院後の早期の電話相談等の充実や産後ケア
センターにおいて休養（日帰り、宿泊）等を行う事業といったモデル事業を導入し、その
成果を踏まえて対応を検討することとしている。

また、地域における相談支援拠点の体制充実を図るため、「女性健康支援センター」等
について、相談体制の充実を進め、利用者が相談しやすい環境を整えることとする。

	2	 若者の仕事等に関する対策
（1）仕事に関する対策

「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」（平成25年5月19日若者・女性活躍推
進フォーラム決定）では、「学校から職場への接続においては、中小企業の採用意欲は旺

＊12	 ICT（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方。

180 平成25年版　厚生労働白書

若
者
が
チ
ャ
レ
ン
ジ
出
来
る
社
会
を
目
指
し
て

第
3
章



盛ながら、企業側の不十分な情報発信や学生側の根強い大企業志向等もあり企業と学生と
の間でミスマッチが発生している。」ことや、「学生の多くが、自らの適性・志向等が明確
でないまま、就職活動が先行する中で、企業側は厳選採用の姿勢を強め、採用基準を下げ
ず、採用計画未達のままとするところも少なくない」ことが指摘されている。

このような状況に対応する観点から、在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強
化等を行う。これについて「日本再興戦略」では、「インターンシップに参加する学生の
数の目標設定を行った上で、地域の大学等と産業界との調整を行う仕組みを構築し、イン
ターンシップ、地元企業の研究、マッチングの機会の拡充を始め、キャリア教育から就職
まで一貫して支援する体制を強化」し、また「インターンシップの活用の重要性等を周知
し、その推進を図っていく」とされている。

さらに、就職活動から入社後の能力開発に至るまでの一貫した支援として、詳細な採用
情報等を公開し積極的に若者を採用・育成する「若者応援企業」の普及拡大・情報発信の
強化を図る。また、募集条件において既卒3 年間は新卒扱いとすることを徹底したり、
新卒応援ハローワーク等を通じた中小企業と学生とのマッチングを強化するとともに、若
手社員の訓練を行う中小企業団体に対する新たな支援策、紹介予定派遣を活用した学卒未
就職者への就職支援策、就職後の定着への支援策を講ずる。併せて、過重労働や賃金不払
残業など若者の「使い捨て」が疑われる企業について、相談体制、情報発信、監督指導等
の対応策を強化する。

図表3-2-4 若者の安定雇用の実現①

■早期離職防止のための取組の強化 
・「若者応援企業」を活用した企業ごとの就職関連情報等の公開促進 
・若者の「使い捨て」が疑われる企業への対応策の強化 

職場で活躍するための就職後
の能力開発 

在学中 卒業後 就職後 

正社員就職の支援  卒業後も正社員就職 
 を諦めさせない 

就職活動から職場で活躍するまでの総合サポート 

■  中小企業と 
 のマッチング 
 強化 
  
  ・ 若者応援企業 
 の普及拡大 
 
 ・ ハローワークと 
 大学等との連携 
 強化等 
 

■ ４～６月 
 の集中的支援 

■ 就職先が一定期
間決まらない学卒
者に対し、紹介予
定派遣を活用し正
社員就職を促進 

■ 既卒３年新卒
扱い、 通年(秋季)
採用の拡大 

新入社員 訓 
練 

（中小企業） 

企業 

新入社員 

（中小企業） 

新入社員 

（中小企業） 

中
小
企
業
団
体
等 

■就職後のキャリア相談 
  就職後もインターネットで無料
キャリア相談ができる「キャリア 
相談メール事業（仮称）」を開始 

■定着支援 
  新卒応援HW等での就
職者の情報をもとに継続
的にフォローアップ 

学生等 

支援 

■新入社員の 
 訓練を行う 
 中小企業団 
 体の支援 

訓 
練 

訓 
練 

■キャリア教育 
 の充実 ■早期離職防止のための取組の強化 

・「若者応援企業」を活用した企業ごとの就職関連情報等の公開促進 
・若者の「使い捨て」が疑われる企業への対応策の強化 
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図表3-2-5 若者の安定雇用の実現②

■ 地域レベルのコンソーシアムによる 
  訓練コースの開発・実施 

■ 地域若者サポートステーションに 
 よる継続的支援 
 

行政 

民間教育 
訓練機関 企業   

事業主団体 

訓練コース 
開発・実施 

■ 若者が技能者を目指す環境の整備 
   若者が技能者を目指す環境整備のため、「ものづく 
  りマイスター制度」を普及 

身近な地域で
地域ごとの企
業ニーズを踏
まえた訓練を
提供 

フリーター等の正規雇用化等 

■ わかものハローワークの充実 

支援拠点の充実 

・社会人としての基礎力を付与するためのセミナー 
・トライアル雇用や求職者支援制度の活用  
・ジョブ・カードを活用したマッチング 等 

ニーズに応じた支援メニューの提供 

フリーター等 正規雇用化 

ハローワーク
からの誘導 

■ 有期実習型訓練や日本版デュアルシステム等の企業現場での実習を 
 重視した訓練の実施 

「新卒一括採用」の慣行があり、若年失業率は先進国の中では最低水準となっているが、
就職活動の早期化・長期化は、学業に専念すべき学生自身の負担になるばかりでなく、学
生の成長が最も期待される卒業・修了前年度の教育に支障を来し、結果として学生の学力
と学修意識の低下等が懸念されている。

こうしたことを踏まえ、学生の学修時間の確保、留学等の促進のため、大学等、経済界
と一体となって、2015（平成27）年度卒業・修了予定者からの就職・採用活動開始時期
の変更（広報活動は卒業・修了年度に入る直前の3月1日以降に開始し、その後の採用選
考活動については、卒業・修了年度の8月1日以降に開始）について、円滑な実施に向け
た取組みを行う。

また、将来グローバルに活躍する意欲と能力のある若者全員に高校、大学における留学
機会を与えるため、留学生の経済的負担を軽減するための寄付を促進するとともに、給付
を含む官民が協力した新たな仕組みを創設する。

（2）特に困難を有する若者への支援
地域若者サポートステーション（愛称：「サポステ」）は、ニート等の働くことについて

さまざまな悩みを抱えている若者が就労に向かえるよう、キャリアコンサルタント等が一
人一人の状態に合わせて専門的に相談に乗るとともに、コミュニケーション能力向上の訓
練や、職場見学等を実施している。

2013（平成25）年度においては、設置拠点を全国116箇所から160箇所に拡充すると
ともに、高校中退者等への切れ目のない支援を行うためのサポステ・学校連携推進事業、
合宿形式を含む生活面のサポートと職場実習の訓練を集中的に行う若年無業者等集中訓練
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プログラム事業を新たに実施している。

図表3-2-6 地域若者サポートステーション事業　～ニート等の若者の職業的自立支援を行う～

現状
○ニート（15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者）の数は、若者が減っているにもか

かわらず、高止まり。これは、本人にとって損失であるだけでなく、労働市場に参入せず生活保護へ転落す
るおそれがあるなど社会にとっても大きな損失。

○ニート等の若者の職業的自立を支援するためには、各人の置かれた状況に応じて支援を行っていくことが必要。
○このため、「地域若者サポートステーション」（愛称：サポステ）において、地方自治体と協働し、地域ネット

ワークを活用した支援を実施している（平成18年度～。若者支援の実績・ノウハウのあるNPO法人等に委
託して実施。）。

支援が必要な若者 

地域ネットワークを活用した支援 

地方自治体の支援プログラム 
・セミナー、キャリア相談会 
・農業体験       等 

保健・福祉機関 
・社会適応訓練 
・ひきこもり相談 

NPO等の支援プログラム 
・就労基礎訓練       
・ボランティア活動 等  

地域社会 
 自治会、 
 町内会等 

教育機関等 

○サポステ相談支援事業  

  ・キャリア・コンサルタント等による職業的自立に向けた専門的相談を実施 

 ・各種就職支援プログラム（職場体験等）を実施 

 ・各種セミナー等を通じた啓発、他の若者支援機関に誘導（リファー） 

○サポステ・学校連携推進事業 

 ・在学生に対するアウトリーチ（訪問支援） 

 ・サポステと学校等との中退者情報の共有による中退者支援の強化 

 ・不登校期間が長期に及ぶ者等に対する学び直し支援 

○若年無業者集中訓練プログラム事業 
 合宿形式を含む生活面等のサポートと職場実習の訓練を集中的に実施。 
 ・職場実習（OJT訓練）による基礎的能力の付与 
 ・基礎的資格の取得支援 
 ・就職活動の基礎知識等の獲得 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

設置箇所数 25 50 77 92 100 110 116 

誘
導
（
リ
フ
ァ
ー
）
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【サポステの実績の推移】 

地域若者サポー トステーシ ョ ン  
（ 全 国 1 6 0 箇所予定 ）  

進路決定者
数は年を追う
毎に増加！ 
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ひきこもりに特化した相談窓口として、各都道府県・指定都市に「ひきこもり地域支援
センター」の整備を進めている。本センターに配置されるひきこもり支援コーディネー
ターを中心に、地域における関係機関とのネットワークの構築や、ひきこもり対策にとっ
て必要な情報を広く提供するとともに、家庭訪問を中心とするアウトリーチ型の支援を
行っている。

さらに、ひきこもり対策をより一層推進するため、2013年度から、ひきこもりの人や
その家族に対するきめ細かで継続的な相談支援や早期の把握が可能となるよう、新たに

「ひきこもりサポーター」を養成し、市町村でひきこもりサポーター派遣事業を実施する
こととしている。
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図表3-2-7 ひきこもり対策推進事業の拡充

【要求要旨】
○各都道府県・指定都市に、ひきこもり本人や家族等からの相談等の支援を行う「ひきこもり地域支援センター」

を平成21年度から整備（平成25年5月現在：41ヶ所設置済み）してきたが、今後もさらに設置を促進する
必要がある。

○ひきこもりに関しては、ひきこもりの長期化・高齢化や、それに伴うひきこもりを抱える家族や本人からの
多様な相談にきめ細かく対応できていないのではないか、当事者による支援（ピアサポート）や訪問などが
十分に行われていないのではないか、等の課題がある。

○そのため、地域に潜在するひきこもりを早期に発見し、ひきこもりを抱える家族や本人に対するきめ細やか
な支援が可能となるよう、継続的な訪問支援等を行う「ひきこもりサポーター」（＝ひきこもり家族等の当事
者（ピアサポート）等含む）を養成し、派遣する事業を行う。
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活動費補助 
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① 地域に潜在するひきこもりの発見 
（市町村への相談） 
② 訪問による支援 
③ ひきこもり地域支援センター等の 
専門機関への紹介等 
④ 普及啓発（勉強会等の開催） 報告・相談 

助言・指導 

相談 

相談 

約26万世帯 

ひきこもりサポーター派遣事業 
（実施主体：市町村（特別区含む）） 
ひきこもりを抱える家族や本人へサポーターを
派遣する。 

ひきこもりサポーター養成研修事業 
（実施主体：都道府県、指定都市） 
ひきこもり地域支援センター等で養成研修や研修修

了者の情報管理等を実施。 

ひきこもり地域支援センター 

ひきこもり支援コーディネーター配置 

（注１）実施主体：都道府県・指定都市（運営委託可） 
（注２）１か所あたり事業費２，０００万円（児童期・成人期の２機能を持たせた場合） 

家族の会 

精神保健福祉センター 

保健所 児童相談所 学 校 医療機関 福祉事務所 

地域若者サポートステーション 

福祉施設 

各関係機関との連携 
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補助 

補助率1/2 

相談 

家庭訪問を 
中心とする支援 ①第1次相談窓口と 

 家庭訪問を中心とした支援 
②他の関係機関との連携 ③情報発信 

◆ひきこもり地域支援センター設置運営事業 （ 既存 ）   

◆ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業 （ 新規 ）   
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約26万世帯 

こうした様々な対策を通じて、若者たちが、自分たちの可能性をさらに伸ばし、その可
能性が発揮される職場を見つけることができるよう支援していく。
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